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　本研究は個人情報保護の必要性・その保護されるべき範囲・本人が許可していない個人情報の第
三者への公開の違法性・その保護されるべき理由を考察する。その中で、「ベネッセ個人情報漏え
い事件」の内容を概観し、その事例で示された争点について検討する。その検討に当り、個人情報
と自己情報コントロール権との関連性に着目した。
　住所・氏名・電話番号などは、単なる個人識別のための情報である。しかし、本人の承諾がなけ
れば、第三者へのその情報の開示は違法となる。その違法性の認定について、その情報の開示が具
体的な実害を生じさせなくとも、その情報の開示により、本人が抱く不安などの精神面・感情も考
慮されるべき重要な判断材料となる。プライバシー侵害とは、開示された情報の内容・実害と共に、
本人の不安・不快など感情を考慮することが重要になる。それは、プライバシー権の自己情報コン
トロール権に由来するものである。
　　　
keywords：プライバシー、自己情報コントロール権、私事の秘匿、個人情報保護法、
　　　　　センシティブ情報
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1. 問題の所在
プライバシー権の保護の在り方は、従来に比して変化しつつある。拙稿1において、プライバシー権
の保護の在り方や定義の発展を紹介し、その議論の焦点は、私事の秘匿から、自己決定権を重視する方
向へ変化しつつあることを論じた。それと共に、自己情報コントロール権を根拠として、表現の自由と
対立していない内容であっても、その非開示を求めた事例が、平成期からの判例に散見される。殊に、
個人に関する情報の保護に関する点が争われている。その議論の中心は、「私事の秘匿」と共に、「個人
情報の無断での第三者への開示」である。その中で、どのような情報を公開すれば違法となるのか、法
的に保護される「個人情報」とはどのような情報であるのか、という問題がある。個人に関する情報の
保護という観点から、「個人情報」と「プライバシー」との違いを考慮せずに対応することで、個人の
権利保障に「必要な対応」が見落とされ、「必要でない対応」がなされるという問題が生じている2。
本研究では、プライバシー保護の中でも自己情報の取り扱いの観点から、個人情報とその保護の在り
方について概観する。「個人情報」とは何か、その保護される理由とは何かを考察するため、ベネッセコー
ポレーションの顧客情報を漏えいした事例(以下「ベネッセ」事件とする)を紹介し、その提示された争
点について検討を行う。
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2. プライバシー権と個人情報保護
プライバシー権とは、かつては欧米における排他的請求権を指していた。その中で、私事の秘匿や個
人の思想(個人の自由な意思決定)を保護するため、個人の私的領域への他者の侵入を排除する理論が構
築されてきた3。
その後日本においては、ウォレン＝ブランダイス両氏の「The Right to Privacy」4や「宴のあと事件」
(東京地判昭39・9・28民集15・9・2317)で提唱された理論5が、長らくプライバシー権に関する一般的な
認識とされていた。それに加えて、現在では、プライバシーに関する認識は、「一人にしてもらう権利」
から、「自己の情報をコントロールする権利」という方向へ推移している6。この考え方を具体化した法
律の一つである個人情報保護法では、第1条で、「個人情報の適正かつ効果的な活用」と共に、「個人情
報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。」とされている。これにより、
氏名・住所など既知情報であっても、情報を開示する相手その内容については、本人のみが決定できる
と考えられる。これまでは企業の有する顧客情報は企業の有する財産と考えられてきたが、今日では、
第三者への無断での個人情報の開示は、その本人の自己情報コントロール権を侵害したと捉えることも
可能となる。
このように、プライバシー権とは、伝統的観念である「私事の秘匿」と共に、「自己情報コントロー
ル権」として捉えることが必要になる。そのため、プライバシーの利益を組織する要因を、「個人の生
活が社会の干渉を断ち切る『無縁の関係』、『ゼロの関係』におかれる必要があること」に加え、「プラ
イバシーの対象事項について、自己のものとして自由にその在り方を選択し、また、自由に処分しうる
地位にあること」7が必要になる。
元来、プライバシーとして保護対象となる情報は、他人に開示されたくない非公知の情報とされてい
た。しかし、公開されたくない情報の認識は、各人によって異なり、公開が前提とされていない私人の
氏名や住所などは、一定の人物以外には周知されておらず、「公開されたくない情報」に含まれるので
はないかと思われる。このような氏名・住所について、個人情報保護法が2003年に制定されたが、現在
でも憲法・民法・刑法にプライバシー侵害を直接的に処罰する条文はない。そのため、氏名・住所など
の情報が、個人情報として保護されるか否かが問題となる。同法第2条において、個人情報とは「生存
する個人に関する情報」(第2条)であり、「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等」・「特定
の個人を識別することができるもの(他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を
識別することができることとなるものを含む。)」とされている。また、同法第17条では、人種・信条・
社会的身分・病歴・犯罪の経歴などを「要配慮個人情報」として、その取り扱いには本人の許可を必要
としている。このように、自己情報コントロール権の観点から見れば、個人情報保護法には、事業者の
勝手な個人情報の利用を防ぎ、できるかぎり本人のコントロール下に置こうとする考えが示されている
8。
これらの点から、氏名・住所のような単なる個人識別情報・既知情報であっても、本人に承諾のない
第三者に提供することは違法となるのか、それが違法であるか否かなの認定について、ベネッセが顧客
情報を漏えいした事例を手掛かりに考察する。
3. 事例紹介
(1)事件の概要
2014年7月、「進研ゼミ」などの通信教育事業を行なうベネッセコーポレーション(以下ベネッセとする)
の委託した会社の派遣社員Xが、顧客のデータを盗み、別の会社に売却した。漏えいした情報は、親の
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氏名・子の氏名・住所・メールアドレス・FAX番号・続柄・生年月日・性別・妊娠(出産予定日)などで
約2895万件とされ、クレジットカードや子の成績は漏えいしていないとされている。事件発覚のきっか
けは、ベネッセに対して顧客から、ベネッセに登録した個人情報で他者からダイレクトメールが届いた
という問い合わせが多発したため、ベネッセが独自に内部調査などを行ったことだった。調査の結果、
名簿業者が販売していた情報の中に、ベネッセしか保有していない顧客の情報が含まれていたため、ベ
ネッセは警視庁に相談し、情報漏えいが発覚した。これらのことから、ベネッセの顧客のY(未成年者と
その親)が、個人情報が流出したことにより精神的苦痛を被ったとして、ベネッセに対し慰謝料を請求
した。
第一審(神戸地裁姫路支部平27・12・2判時2351・1)はYの氏名などの情報が漏えいした事実を認めたが、
本件情報を漏えいさせたのはベネッセではなくXであり、ベネッセの過失を基礎づけるに足りる具体的
事実の主張立証がないことから、ベネッセがYに対して不法行為責任を負うと認めることはできないと
してYの請求を退けている。さらに、Yの氏名・住所の漏えいについて、「個人情報(特定の個人を識別
できる情報)そのものは、我が国の現行法上権利利益として具体的に認められているものではなく、単
に個人情報というだけでは、これをもって当然に法律上保護されるべき権利利益ということはできな
い。」とされ、違法とは認定されなかった。第二審(大阪高判平28・6・29判例時報2351・9)も同趣旨であ
り、「本件漏えいによって、控訴人が迷惑行為を受けているか、財産的な被害を被ったなど、上記の不
快感や不安を超える損害を被ったことについて主張、立証はない。」として、損害賠償は請求できない
と判断した。
(2)判旨(最判平29・10・23判時2351・7)
「原判決を破棄する。本件を大阪高等裁判所に差し戻す。…本件は、上告人が、被上告人においてそ
の管理していた上告人の個人情報を過失によって外部に漏えいしたことにより精神的苦痛を被ったと主
張して、被上告人に対し、不法行為に基づき、慰謝料及び遅延損害金の支払を求める事案である。…原
審の上記判断は是認することができない。…本件個人情報は、上告人のプライバシーに係る情報として
法的保護の対象となるというべきであるところ(最高裁平成14年(受)第1656号同15年9月12 日第二小法廷
判決・民集57巻8号973頁参照)、上記事実関係によれば、本件漏えいによって、上告人は、そのプライ
バシーを侵害されたといえる。しかるに、原審は、上記のプライバシーの侵害による上告人の精神的損
害の有無及びその程度等について十分に審理することなく、不快感等を超える損害の発生に ついての
主張、立証がされていないということのみから直ちに上告人の請求を棄却すべきものとしたものである。
そうすると、原審の判断には、不法行為における損害に関する法令の解釈適用を誤った結果、上記の点
について審理を尽くさなかった違法があるといわざるを得ない。…以上によれば、原審の上記判断には、
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。…本件漏えいについての被上告人の過失の有無
並びに上告人の精神的損害の有無及びその程度等について更に審理を尽くさせるため、本件を原審に差
し戻すこととする。…」
(3)検討
本判決は、企業が管理する住所・氏名・電話番号などの顧客情報が漏えいしたことが、プライバシー
侵害の当たることが最高裁において認められた最初の事例とされている。これより、本件争点である①
「漏えいされた氏名・住所などの情報は個人情報として保護されるのか」、②「プライバシーの侵害によ
る上告人の精神的損害の有無(不快感など)」を中心に検討する。
①本件において漏えいされた情報(氏名・住所・電話番号など)は個人情報として保護されるのか
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本件の特徴は、住所・氏名など秘匿されるべき必要性が必ずしも高い情報ではない情報であり、既に
知られている情報であるにもかかわらず、プライバシーにかかる情報として、法的保護の対象となると
認めたことである。住所・氏名などはたとえ公開されても社会的地位が低下したり、個人の趣味嗜好・
人生感・宗教などは公開されていないように、これまで多く見られた事例とは異なり、表現の自由との
対立が論じられず、比較衡量を採用していないことも、前述した「早稲田大学講演会名簿提出事件」(最
判平15・9・12民集57・8・973)と共通する特徴である。
住所・氏名が保護されるべきプライバシーであるかという問題については、平成期から多くの事例9
があるが、いずれも、本人に承諾のない第三者への情報の開示が違法とされている。これは、前記最高
裁平成15年判決において、初めて最高裁で明確に論じられている。その中で、氏名・住所・電話番号は、
大学が個人識別・管理を行うための単純な情報であり、秘匿されるべき必要性が必ずしも高いものでは
ないが、「このような個人情報についても、本人が、自己が欲しない他者にはみだりにこれを開示され
たくないと考えることは自然なことであり、そのことへの期待は保護されるべきものであるから、本件
個人情報は、上告人らのプライバシーに係る情報として法的保護の対象となるというべきである。」と
示されている。この理論は、明確に自己情報コントロール権を基礎に置くものである。その他、「伝統
的プライバシー権」の保護と共に、「自己情報コントロール権」への保護枠組みの変更を示している。
住所・氏名などの個人識別情報が保護されるべきプライバシーに該当するかについては現在も争いがあ
るものの、住所・氏名を個人情報として保護しないという事例はないことからも、個人識別情報はプラ
イバシーとして法的保護に値するものとして実務上争いはない10。住所・氏名等は「自己情報」とされ、
情報がその人物のアイデンティティに関わり、他者に対する流通を期待していない情報である。自己情
報をすべてプライバシーの権利の対象と考えつつ、権利侵害の許容性を判断する際に、情報の性質を考
慮することによって対処したほうがよいとされている11。
付論として、氏名・住所が個人情報に当たるか否かについて、氏名・生年月日・連絡先は個人情報で
はなく、「個人を識別するための情報」12とする見解もある。図書館やレンタルビデオ店の利用歴の例
にあるように、氏名・住所などに加え、その情報全体に含まれる氏名・その他の記述から、特定の個人
を識別できる情報が個人情報となる13。そのため、「氏名・住所さえ公開しなければ個人情報ではない」
というわけではなく、個人の属性情報も個人情報の中に含まれる14。すなわち、氏名・住所と共に、個
人の所属や行動パターンを顕す情報(個人がどのようなサービスを利用したか・どのような場所に立ち
入ったかなどを示す情報)と共に開示された場合は、その情報は「個人情報」として保護され、その無
断開示は違法となる。この考え方から見れば、前記最高裁平成15年判決において、学生らの氏名・住所
などを警視庁に開示したことがプライバシー侵害(個人情報の無断開示)とされたのは、氏名・住所など
の個人を識別するための情報と共に、学生らの所属(学校)や秘匿したい事情(中国元主席の講演会への参
加)が第三者へ開示されたためであると考えられる。
本件で漏えいした情報は、保護者と子の氏名・住所・電話番号などである。これらが、個人情報とし
て、法的保護に値するかが問題となる。かつてより、裁判例の傾向としても、住所15は保護されるべき
情報とされていた。その理由は、原告が著名人である故に、ファンに原告の住所を知られた場合、原告
に危害が及ぶ可能性があるためである。しかし、ベネッセ事件において、氏名・住所が公開された原告
は著名人ではなく私人である。私人であれば、氏名・住所を公開されても、その家に大勢の人が来訪す
るなど直接的な被害は生じないかもしれない。しかし、ベネッセ事件の原告らは、ベネッセに提供した
住所・氏名などの情報の第三者への提供は想定の範囲外であり、ベネッセからサービスを受ける以外の
利用を許可してはいないはずである。前記最高裁平成15年判決においても、提供した個人の情報が、本
人の承諾なしに他者へ公開されないという期待可能性を保護するべきだと論じている。そのため、本件
においても、氏名・住所・電話番号などの個人識別のための情報であるとしても、承諾のない第三者へ
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の提供は、Yらの自己情報コントロール権を侵害したといえる。
②本件プライバシーの侵害による上告人の精神的損害の有無(不快感など)
本件において注目すべき点は、プライバシー侵害について、実害の有無ではなく、原告の心理的不安
を考慮しているところにある。本件の原告には、望まないダイレクトメールや勧誘が来るようになった、
ということ以外には表立った実害や悪戯はなかった。それゆえに、氏名・住所だけの漏えいで大騒ぎす
ることではないとして、これらは大きな問題ではないとする意見もあるが、それは、小林氏が指摘する
ように、自身の情報が公開された際に、消費者は不安を感じていても、その理由を分かっていないため
であろう16。この漠然とした不安・不快という原告の心情が保護されるのかどうかが問題となる。
個人情報が漏えいすることは、生活に直結した問題である。実際に多くの人が企業の情報漏えいに不
安を感じており、その理由は、セールス電話の増加・嫌がらせ・オレオレ詐欺・ネット掲示板での晒し・
ダイレクトメール・訪問販売の増加が指摘されている17。本件における公人でないYらの氏名・住所は、
一般公開を前提とされていない情報である。一度情報が公開されれば、自身が知らぬうちに自身の情報
が利用され、漏えいされた住所・電話番号からイタズラ電話が来るかもしれない、ストーカーや嫌がら
せにあうかもしれない、という不安は、この先にずっと続くのである。このような未来における不安だ
けではなく、ベネッセに提供した個人情報を他者に公開することは、原告の信頼を裏切る行為である。
これは、註記にある事例のように、「原告が幼い娘と二人暮らしをしている者であること、原告の氏名(女
性の名前)の電話帳への掲載により、家庭に男性がいないことを不特定者に知られるのではないかとの
不安を原告が抱くのも無理からぬことと思われ…原告の氏名、電話番号及び住所は法的に保護された利
益としてのプライバシーに属するものというべきである」(東京地判平10・1・21判時1646・102)という
ような、特殊な事情を有していない場合も含む。現在もベネッセの利用者の元にダイレクトメールや勧
誘があるということは、以後もそのデータの転売や、二次利用がされる可能性もある。
重複するが、本件のように、心理的な不安をプライバシー侵害の一要因として考慮することも必要に
なる。プライバシー侵害の可能性は、①情報収集、②情報処理、③情報拡散、④侵襲、の中で行われる
18。特に、情報処理の「二次利用」である「データ主体の合意なしに当初のデータ収集とは関係ない目
的でデータを使用すること」について、自身がある機関に提供した情報が自分の情報が将来どのように
利用されるかという恐怖と、不安から保護されるべきことが指摘されている19。前述した分類によれば、
自身に関する情報を他者に使用されたことの不安・不快とは、「これら四つの行為が個人の認識に反す
る形で行われることへの生理的反発」20である。
プライバシーの保護によって守られるべき法的利益は、私生活上の平穏であるため、損害賠償の対象
となるのは生活上の不安・嫌悪感・不快感などの精神被害である21。つまり、本件のように、実害が生
ぜずとも、自己に関する情報を管理することが被侵害(要保護)利益と考えるべきであるため、実害が生
じていなくとも、ベネッセ側の情報漏えいの責任は肯定される。
さらに、ベネッセ側の情報漏えいに対する認識や漏えい後の不手際も指摘されている22。前述した「宴
のあと事件」との共通点は、「個人情報の保護」と共に、プライバシーが公開された際の不安・不快で
ある。前述した「宴のあと事件」の判旨において、「換言すれば一般人の感覚を基準として公開される
ことによつて心理的な負担、不安を覚えるであろうと認められることがらであること、…このような公
開によつて当該私人が実際に不快、不安の念を覚えたことを必要とするが、公開されたところが当該私
人の名誉、信用というような他の法益を侵害するものであることを要しないのは言うまでもない。」と
して、情報を公開された当該本人の心情を慮っている箇所がある。例えば公開された情報が、一般的に
考えて秘しておきたい情報であり、社会的価値を低下させる情報でなくとも、公開された際に不安を感
じる、という本人の気持ちは保護されるべきであろう。殊に、情報に商業的な価値が見い出され、情報
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の容易な収集・拡散が可能な現代では、たとえ既知情報であっても、その情報の公開は、個人の統制が
及ぶのである。
それと共に、データのダブル(「データ・ダブル」、分身・もう一つの自己)23の問題がある。これは端
的に言えば、情報を収集する側がある人物等に関して蓄積された情報から、その人物像を形作ることで
ある。かつてからプライバシーとされていた個人の思想・心情・嗜好や、前科前歴・病歴などのような
プライバシーの中核をなす情報でなくとも、その人物の氏名・住所のような個人識別情報や、行動パター
ン・勤務先・通学先・買い物・保険のデータなどを集めれば、その人物像を構築することができる。そ
のデータが企業に保有されることは、企業の販売のヒントになるだけではなく、悪戯や犯罪を誘発する
可能性にも繋がりかねない。
重複するが、個人の情報が、その本人が意図しない第三者に公開された際の不安感や、開示の目的な
ども考慮されうべきであろう。そのため、公開されたことが違法か否かは、その情報がセンシティブ情
報か否かだけで判断するべきではない。つまりプライバシーとは、「他人が自己の周囲に張りめぐらし
ている限界バリアを越えて個人空間に侵入することを拒否する権利」であると共に、「私的領域の事実
を無断公開することを拒否して、自己の私的生活の平穏を確保する権利」なのである24。この点について、
名簿業者への情報の売却は、本人が知りえないうちに行われるため制限が困難である。そのため、今後
は本人の同意がなければ適正な個人情報の取得ではないとして、今後何らかの規制につながる可能性も
ある25。すなわち、プライバシーや個人情報の保護とは、「私生活を知られたくない」という人格権の
範疇を越えて、「どの企業に自分のデータの利用活用を許すか」という点以外にも、「無断で私のデータ
を他人に渡し、お金に換えるのは許さない」という消費者に対する民主的選択権26のような側面を有し
ているのである。
私見として、本件で氏名・住所などの個人識別情報が保護されるべきプライバシーとして認定された
点や、顧客の情報が漏えいされた不安や、ダイレクトメール・勧誘が多発した不快について、慰謝料請
求が認められた本件判決は妥当であると思われる。他者に知られたくないセンシティブ情報ではなく、
公的性が低いが公開されたくない情報は、前述した「宴のあと事件」で示された三要件がなくとも、プ
ライバシー侵害を肯定するべきである。本件においては、顧客への実害を検討せずに情報漏えいの違法
性が認められた事で、同種の事例について、不法行為が成立する可能性が高くなることも推測される
27。その際は、個人に関する情報の開示を無条件に違法とするのではなく、情報が開示された際の違法性・
手続・過失と共に、開示された目的や相手などを総合的に考慮して、不法行為の成立や損害賠償の額を
判断することが望ましい。
4. 結び
今日のような情報化社会においては、ますます情報の価値は高まっている。流通する情報の量も多く、
その発信・入手も容易になっている。個人情報は財産価値を有し、氏名・住所などの単純な個人識別情
報であっても、それらが保護されることは重要な意味がある。本件やその他事例を概観すれば、たとえ
開示された情報が氏名・住所のような単純な個人識別のための情報であっても、それはプライバシー侵
害となる。その理由は、実害がなくとも、不安・不快を感じるなど、生活の平穏が侵害される為である。
個人情報は「個人のもの」として、本人の支配権を尊重するようなルールを形成していくことも必要で
ある28。
プライバシーに関する私生活上の情報とは、個人の経歴・名誉・信用に関わるもの以外にも、個人の
氏名など社会生活の範囲で周知されることが求められる情報や、秘密性は弱いが公表する理由もない情
報など、多岐にわたっている29。侵害の態様も、私的情報の不特定多数者への開示のみでなく、特定集
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団や特定人への開示、私生活に介入する行為もプライバシー侵害を構成することがある30。個人情報漏
えいに過剰に反応すると、企業活動が困難となることは確かだが、その漏えいを防ぐことは困難であり、
個人情報保護法を遵守を徹底させるなど、企業のモラルに頼らざるをえない部分が多い。殊に、プライ
バシー権とはまだ日本においては新しく、発展を遂げている最中の権利である。そのため、同種の名誉
権などに比して判例の蓄積が少なく、実際は裁判となった際に、プライバシー侵害となるかその判断は
困難となる。たとえば、本件の漏えいされた情報の中でも、氏名・住所などの情報であってもプライバ
シーとして保護される、と判示されたが、その他にも子の続柄や、家族構成や妊娠(出産予定日)などが
漏えいしている。女性は自身の妊娠の有無や出産予定日を秘しておきたいと考えることもある。これは
非常にデリケートな問題である。しかしながら、妊娠の有無・出産予定日の公表がプライバシーとなる
か、という点のみを争った訴訟はまだなく、この情報の公開が違法となるかはまだはっきりとは分かっ
ていない。
本件は、以後判断される事件についても、プライバシー保護や、企業の情報管理に関する方向性を示
唆するものである。自己情報コントロール権や個人情報保護に関わる重大な判決として参照されるべき
事例である。今後は本件のように、個人情報の漏えいが原因として、具体的な権利侵害がなくとも、本
人が精神的に苦痛・不安を感じれば、不法行為が成立することもある。情報を漏えいしたことを原因と
する実害がなくとも違法と判断され、慰謝料の請求が認められたということは、今後の同種の判決に、
大きな影響を与えると思われる。
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